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問題●目的

教員に求められる資質・力量のレパートリーは,こ

こ数年の内に,急速に増大してきている。たとえば,

小学校の教員にも英語力,コンピューター操作に関す

る知識・技能,さらには教育相談をはじめ,いじめ・

不登校児への指導,また最近では,学級崩壊に対する

対策など,中学校・高校では自殺の原因になるような

いじめ防止,禁煙教育,バイクに対する指導,マスコ

ミが勝手に名付けた援助交際の防止の指導,勝利至上

主義の部活動,目的もなく登校してくる生徒に興味を

持たせる授業の工夫など,数え挙げたらきりがない。

これらの教員の資質・力量のレパートリーの増加に

対して,教員の定数増という対策が採られるならば,

教員に過剰な努力を強いる必要はないが,定貝増が行

われない現状では,これまでの研究で導き出されてき

た教員の資質・力量だけでは,毎日の教育実践に対応

しきれない。しかし,現実には現職の教員の資質・力

量の向上という名目で,研修への参加が求められてい

るようである。

現在の研修は,オンタイムとオフタイムの両方の研

修を併せると,その数はかなりのものである。オンタ

イムは当然のこと,オフタイムの研修にも参加が呼び

かけられ,参加しなければならないような状況にある

と聞く。このような業務命令の研修はいうに及ばず,

自発的な研修への参加は,教員にこれまで以上の多忙

さをもたらすだけで,「ゆとりの教育」を行う教員自身

を「ゆとり」のない状態に追い込んでいる。 「

教員が忙しくなればなる程,研修の成果は,教員自

身の自己効力感のあり方に影響されるといえる。そこ

で,この教員としての自己効力感の構造と自己効力感

を形成する要因を探り,自己効力感の現状を明らかに

していくことが求められる。このような教員の自己効

力感のあり方を考慮に入れない研修は,いくら研修に

参加しても教員自身のため,児童・生徒のためになる

注)本報告は, 1996･97･98年度文部省科学研究費(基盤研究C

代表松田 惺)によっておこなったものである。

ことはないであろう。

教貝の自己効力感について,松田･鈴木(1997)は,

教員の自己効力感に関する探索的な研究を行った。そ

の結果,自己効力感の高さと教員の経験年数との間に

は一義的な関係はみられず,教員としての力量や教員

自身の信念などと自己効力感の関連を分析していくこ

との必要性が示唆された。また,鈴木(1998)は,11

年目の小学校と中学校の教員を対象に,自己効力感の

自己評定とその形成要因と考えられることが自分にど

の程度当てはまるかを評定させた。その結果は,小学

校と中学校の教貝の評定を比較すると,全体的には評

定の傾向は類似していた。しかし,項目ごとに見ると,

評定値が3(どちらでもない)の上下に別れて,しか

も統計的に有意な差(p<｡05)がみられた項目は,「ひ

たすら努力を重ねた」(小学校=2.96,中学校= 3.14)

のみであった。中学校の教員においては,「部活動での

子どもとの関わりが多かった」の評定値が小学校の評

定値よりも有意(p<｡01)に高かった。中学校におい

ては,部活動の教育的な意義は,生徒だけにあるので

はなく,教員にとっても自己効力感の形成要因として,

意味のあるものであることが明らかになった。評定値

が3以下で自己効力感の形成要因とは考えられない項

目は,「生徒指導･生活指導に関わる研究会･研修会に

参加した」「後輩を指導する機会があった」であった。

これらのことから,生活指導などの研修会への参加

は,自己効力感を高めることには至らないことが窺い

知れた。まだ,教員の業務のうち,「部活動を社会体育

へ移行させる」ことが,自治体によっては実施されて

いるところもあるという。この移行措置は,11年目の

中堅の教貝にとっては,必ずしも有効ではなく,教員

にとっても意味のある活動であるのである。中堅の教

員の自己効力感を考慮に入れないで,業務の精選は,

教貝の自己効力感の低下を招来することになりかねな

VI。

さらに,これらの形成要因の項目と自己効力感の項

目に因子分析を行ったが,前原(1994)の結果と同様,

抽出された因子の説明率が30%を超えなかった。

それ故,鈴木の報告(1998)は項目レベルの検討に

-65-



鈴木眞雄・松田 惺

留られた。

そこで,本報告においては,中堅教貝の自己効力感

とその形成要因の内容をより明らかにするため,高校

の教員の自己効力感の評定を併せて検討し,さらに教

員の経歴を考慮に入れて教員の自己効力感と形成要因

の因子レベルの検討を目的とる。

方 法

1.対象:愛知県内(名古屋市を除Oの小・中学校

の教員のうち,勤務年数10年を経てn年目の中堅の教

員。

・小学校教員199名(男性58名,女性141名)

・中学校教員199名(男性141名,女性58名)

・高校教貝123名(男性100名,女性23名)

2.調査方法:愛知県教育センターにおいて行われた

11年目の研修終了時に,調査票を配布して回答を依頼

し回収した。

3.調査時期:平成9年8月,11月。

4.調査内容:具体的項目は結果の表の左欄に示す。

第1部:回答者自身に関すること。

第2部:自己効力感形成要因 松田・鈴木の探索的研

究(1997)において効力感の形成に影響を及ぼすと考

えられる16項目を作成。

第3部:一般的信念 松田・鈴木(1990)で作成され

た子育てに関する親の信念体系の測定尺度を教師向け

に作成し,子どもに関する信念体系の尺度とした。以

下の3尺度(各尺度5項目)1.子どもの自発陛つい

て 2.仲間関係の自発性 3.相互作用について

4.他者との関わりの様式 5.職場の雰囲気

第4部:教師の自己効力感W01folk&Hoy(1990)

の尺度を前原(1994)が翻案した教師の自己効力感尺

度。 ,

回答方法:第2部から4部まではすべて5段階評定

(5=全くその通り,4=ややその通り,3=どちら

ともいえない,2=ややあてはまらない,1=全くあ

てはまらない)。

結果と考察

1)小学校・中学校・高校教員の評定平均の比較

小学校,中学校,高校の教員の評定平均値fと標準偏

差をTable- 1 に示す。小学校と中学校の教員のみの比

較では有意な差は見られなかったが,高校の教員の評

定平均を併せて比較すると,項目1,「教科,道徳,特

活等の研究会に参加した」,項目4「反面教師的な同僚

の存在」,項目10「優れた校長や教頭の下で働くことが

できた」において差が見られた。特に,項目10の評定

平均値は,小学校・中学校の3.22, 3.33に比ぺて高校

の教員の評定平均値は2.78であった。また,職場の雰

囲気では,項目23「児童・生徒の学習に対して,職員

室全体で責任を感じている」,項目24「学校全体に「仲

間意識」がある」,項目25「職員室で仕事をすることは

苦痛ではない」において差が見られた。高校において

は,職員室のまとまりが小学校・中学校に比べて良く

ないのではなかろうか。

2)形成要因の評定値の比較

小学校と中学校の教員の自己効力感の形成要因の類

似の程度を示すために,鈴木(1997)は評定知の順位

相関係数を算出したところ,その値は0.95であり,評

定の順位はほぼ同じであった。そこで,小学校の教員

との評定値を高い順に並ぺ替えて中学校・高校の評定

値と比較する(Table- 3 )。

評定平均値が,3以下の項目は,小学校で16項目中

8項目,中学校が6項目。高校が6項目で,最高は,

小学校・中学校・高校,のいずれも項目2「優れた先

輩教師との出会があった」。第2位は項目9「同僚に恵

まれた」であった。さらに,項目8「子どもに恵まれ

た」であることから,教貝を取り巻く人間関係のあり

方が教員の自己効力感の形成要因として,重要なもの

であると結論づけられる。

3)教員の経歴を考慮した比較:小学校と中学校

教員の経歴により,小学校の教員を小学校のみ,中

学校の経験あり,中学校の教員を小学校の経験あり,

中学校のみ,の4群に分かれるので,この4群の評定

平均値の比較を行う(Table- 1 )。

鈴木(1998)において小学校と中学校の教員の評定

値に差が見られた項目7「ひたすら努力を重ねた」,項

目11「生徒指導,生活指導に関わる研究会・研修会に

参加した」,項目14「後輩を指導する機会があった」に

おいては,経歴の違いは見られなかった。しかし,項

目15「部活動で子どもとの関わりが多かった」におい

ては,小学校の教員で,小学校のみの教員と中学校の

経験のある小学校の教員とでは,そめ平均値が3.01と

3.42でかなりの差が見られた。ここでも中学校の教員

をしていた時の部活動の経験が自己効力感の形成に関

係する要因の一つである。

自己効力感においては,項目5「自分は,児童・生

徒の学業に関するいかなる問題にも対処できるような

研修,訓練,経験等を積んでいる」↓項目10「児童･生

徒の学業に影響を及ぼしている要素すべてを考えた場

合,教師の力はそれはで大きいものではない」,項目

16「授業中に,児童・生徒が騒いだり,授業を妨害し

たりしたとき,自分は素早く効果的に対応できる」,項

目17「児童・生徒が学習課題を解くことができないと

き,自分はその課題のレベルが彼らに合っているかど

うか的確に判断できる」では,経歴を考慮しない場合

の比較とほぼ同じ傾向であった。

これらのことから,自己効力感については,現在の

勤務校と異なる以前の学校の体験が,項目のレベルで

は大きく影響しているとはいえないようである。
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Table-1小・中･高教員の自己効力感関連項目の評定平均・標準偏差
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Table-2 経歴ごとの自己効力感関連項目の評定平均・標準偏差
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Table-3 教員(11年目)の自己効力感形成要因の評定平均と標準偏差

Table-4 校種別の自己効力感の形成要因の因子分析
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Table-5 経歴群別の自己効力感の形成要因の因子分析の結果(数字は因子負荷量)

Table-6 経歴群別の自己効力感の因子分析の結果(数字は因子負荷量)
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4)校種別の自己効力感の形成要因の因子分析

学校の種類別に因子分析を行った結果をTable- 4

に示す。学校ごとに第3因子まで抽出されたが,中学

校の第2因子(F2)と小学校,高校の第1因子(F

1)と類似しており,小学校の第2因子と高校の第3

因子とは符号が逆転していることを除けば類似してい

る。この符号が逆転した項目の評定平均値はいずれも

3以上であるので(Table- 3 より),簡単に項目内容を

反転させれば因子が解釈できるものでもなさそうであ

る。今後のより細かな点まで踏み込んだ面接調査等に

よって,この符号の逆転の意味は明らかにされるであ

ろう。

一言でいえば,小学校の教員と中学校の教員の自己

効力感の形成要因の構造については異なっており,小

学校と高校の教貝の因子構造が似ているとも言えそう

である。しかし,いずれも説明率が30%を超えるもの

ではないので,説明率を上げて,誤差の少ない結果に

なるような工夫が必要である。

5)経歴別の自己効力感の形成要因の因子分析

小学校と中学校の教員の約半数は,別の学校に勤務

した経歴をもっており,小学校,中学校それぞれにお

いて,経歴を考慮して4群ごとに因子分析を行なった

結果をTable- 5 に示す。

その結果中学校のみの教員は,他の教員とは異なる

自己効力感の形成要因が存在しているようで,「ひたす

ら努力」因子とでも呼べそうな因子が第1因子である。

両方経験した教師は「自分が教師に向いていた」と認

知しているようである。しかし,この項目への評定は

3を超えることはなかった(Table-1, -2)。全体的

にみれば,4群ともに共通する因子を見つけることは

難しいが,強いていえば項目2, 3, 9に代表される

ような「先輩,同僚の人間関係」である

5)経歴別の自己効力感の因子分析の結果

経歴ごとの4群の因子分析の結果をTable- 6 に示

す。Table- 5 と同様に配列をする。中学校のみの教員

の結果と他の教貝の結果を比較すると,形成要因より

も因子構造は,類似している。中学校のみの第1因子

は,中学校(小学校の経験あり)の第2因子,小学校

(中学校の経験あり)の第2因子,中学校のみの第1

因子とほぼ同じで,中学校のみの第2因子と中学校(小

学校の経験有)の因子,小学校(中学校の経験あり)

の第1因子とほぽ同じ項目から抽出された因子を構成

している。

これらに因子は,敢えて命名すると,中学校のみの

第1因子は「教師の努力」,第2因子は「指導力」,第

3因子は「無力感」と名付けられそうである。第4因

子は「臨機応変」とでもいえようか。

説明率は,4群に分けても,4群ともに30%をわず

かに超えるのみで,前原(1994)の因子分析と同様に

2因子の構造で,その因子は「努力」と「指導力」の

2因子程度と想定しておくほうが現在のデータからは

安全ではなかろろうか。

要 約

小学校,中学校,高校の教貝に,自己効力感の形成

要因と現在の効力感を中心に,信念,職場の雰囲気等

について,自分に当てはまる程度を5段階で評定させ

た。

項目のレベルの比較では,教員の自己効力感は,そ

の構造は学校が異なっても,その構造は大体共通して

おり,強いて名付ければ「努力」と「指導力」の2因

子であろう。自己効力感形成要因の校種間の比較の結

果,中学校はでは,「部活動」での生徒との関わりが重

要で,さらに「教員のひたすらの努力」が重要である

ことが明らかとなった。

また,教員の経歴を考慮して,対象を4群にわけて,

項目レベルと因子分析を行なった。その結果,自己効

力感では,ほぼ校種がちがっても,因子構造は類似し

ていた。しかし,形成要因においては,校種が違えば

因子構造も違うことが明らかになった。因子構造をさ

らに明らかにするためには,詳しい面接による聞き取

り調査が必要である。
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